










'1`一成 の大合併 に よ り,Iliの 市町村 数は,1999年3月31日 の3232か
ら,2006年3月311iで1821へ,さ らに,2008年3月21日 には1795に
減少す るr定 であ る中。ili町村 の規模の拡大は,行 政 の効率化に資す ると
して も,そ れ と同時 に,最 も身近 な 白治体であ る市町村 と住民 との距離が
遠 くな るとい う弊害 を伴 う。
この ような弊害 に対処す るため,地)il`1治法は地域 自治区の制度 を創設
し(202条の4以 ド),市lllf村の合併の特例等 に関す る法律(合 併特 例法)
は,地 域審議会(23条),地 域ri治区の特 例(23～24条)に つ いて定 める
とともに,合 併特例 区の制IXを創設 してい る(26条以 ド)。
(DhttP://WWW.SOUmU.90jP/gapei/illdeX.htmlより,
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しか し,こ れ らの制度 にはい くつかの間題が ある、一般tl勺な制度 である
「地域 「1治区」 につ いてみ ると,地 域 白治 区には 「拝務所 が設置 され るが,
この冨拝務所 の長は,普 通地 方公共団体の長 の補助機 関である職 員を もって
充て るもの とされてお り,そ の権能 は都道府県 の支庁 ・地 方`1筋所,市 町
村 の 支所 の長 と変 わ らない(rl治法202条 の4)。地 域rl治区に は地域 協
議 会が設置 され るが,そ の 委員 は市町村長 の選任 であ り(1司202条の5第
2項),そ の性格 は諮 問機 関た るに・留 まる(lld202条の7)㌔ 支所 に,民
i三的il:統性 を欠 く諮問機 関を設置 しただけで,「地域 自治 区」 を 名乗るの
は,糎 ∫1狗肉の感が あ り,と て も,「行政 と住民が相'llに連携 し,と もに
担 いT一となって地 域の潜在 力を ト分 に発揮す る仕fltみ」レとは いえ ないの
ではないだろ うか。
す なわち,わ が国の地 域 自治制度 は未 だ不 卜分で あ り,よ りよい制度 の
構築 を 目指 して,改:Y;.をT:ねてい く必 要が ある。
私 は先に,わ が1日の地域 白治制度の参考にす るため,イ ギ リス1のパ リッ
シュカ ウ ンシル(parishcouncil)の制度 と実態 につ いて検 討 した論 考を
〔2)合併 特 例 法 に 基 づ く地 域 審 議 会,合 併 特 例 区 に 設1『こされ る 合 併 特 例 区 協 議 会
(合併 特 例 法36条)に つ いて も,そ の 委 員 は 市 町 村 の 長 の 選 任 制 で あ り,こ れ ら
の 機 関 は,合 併 特 例 区 協議 会が 合併 特 例 区 」㌻算 の 同,感権 を イfする(合 併 特 例 法42
条5rll)とい う例 外 は あ る も のの,市 町 村 長 等 の 諮 問 機 関 の 性 季各を 有す る に過 き
な い こ と に違 い は な い,,
(3)地方 制度 調 査 会 「r後 の 地 ノ∫rl治制 度 の あ り ノ∫に関 す る答lll」(200・1年)11頁
〔mイ ギ リ ス の 地 方 白 治 制 度 は 多 元11勺で あ り,、1イ ン グ ラ ン ド(大 ロ ン ド ン
(GreaterLondon)ICI";=を除 く),2・ウエ ー ル ズ,・3ス コ ッ トラ ン ド,14北ア イ
ル ラ ン ド,⑥ 大 ロ ン ドン圏 につ き,別 々 の法 律 に 基 づ き 別 々の 制 度 が 存 在 して い
る、,本稿 が 対 象 とす る の は,そ の う ち,イ ング ラ ン ドと大 ロ ン ドン圏 に お け る制
度 の ドに お け る地 区 委 員 会 で あ るU以 ド,本 稿 で 「イギ リ ス」 とい う 言 葉は,特
に 断 りが な い 限 り,イ ン グラ ン ドと 大 ロ ン ドン圏 を 意 味 す る もの と して 使 川 す る。
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公 に したlad。本稿 は,そ の続編 と して,同 じくイギ リスの地区委員会(area
committee)の制度 と実態 について検討す ることを意図 したものである。
パ リッシュカウ ンシルは,① わが国の1i∫町村 に相 当す るデ ィス トリク ト
(district)の区域 内に設置 され る,② デ ィス トリク トとは別の法 人格 をイ1
す る地 方公共団体で あ り,③ 選 挙で選ばれたパ リッシュカウ ンシル議 員か
ら構成 され,④ 自 らの財源 を持 ち,法 律に よ りパ リッシュカウ ンシルに付
'rされた権限 を行使す る ものであ る。 地域 自治制度 を,「機関型」(市町村
の機関 と して,地 域 自治制度 を構築す る)と 「団体 型」(市 町村 とは別 の
地 方公共団体 と して,地 域1'1治制度を構築す る)に 分け る「6とすれ ば,パ
リッシュカウンシル は団体 型の地域 白治制度であ るといえ る。
これ に対 して,本 稿 の対象 とな る地 区委員会 とは,① 白治 体の区域 内
に設置 され る中,② カ ウ ンシルの機関 と しての委員会で あ り,③ 当該地
1)くを選 挙区 とす るカウ ンシル議 員によ って(議 員 を中心 に)構 成 され,④'
(5)存rj修 「地 域rl治体 と して の パ リ ッ シ ュ カ ウ ン シル 」 法 経 論 集172,;(2006
年)534`i以ド
(6}この よ うな 枠 組 み を 川 い て,地 域 白治(近 隣 政 府)の あ り方 を検 討 した もの と
して,11本 都 市 セ ン ター 『近 隣rl治の 仕 組 み と近 隣 政 府 」(2004年)871`i以ドが
あ る。
(7}地区 委員 会 は,基 礎 的 自治 体 で あ る デ ィ ス トリ ク トカ ウ ン シ ル,広 域 白治 体 で
あ る カ ウ ンテ ィカ ウ ン シ ル,両 者 が 統 合 され たllt-rl治体(unitaryauthority)
に 共 通 の 制 度 で あ る。 カ ウ ン テ ィカ ウ ン シル で 地 区 委 員 会 を 設nIして い る もの と
して は,例 え ば,SurreyCountyCouncilがあ る。 こ の カ ウ ン シル は,カ ウ ンテ ィ
内 の11の 基礎rlくJri治体 を管 轄 区 域 とす るllの 地 方 委 員 会(LocalCommittee)
が 設 置 さ れ て い る。http://www.surt・eycc.gov.uk/sccwehsite/sccwspages.nsf/
LookupWebPag・esByTITLE_R F/Local+Committees+一+general+information?
opendocumentを参 照 。 本 稿 で は,わ が 国 のlli町村 合 併 に伴 う地 域ri治の必 要性
とい う 問題 意 識 との 関 連 か ら,厚 ら,デ ィ ス ト リク トカ ウ ン シル と ユ ニ タ リー カ
ウ ンシ ル の地 区 委 員 会 に つ い て 取 り扱 う。
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カ ウン シル及 びカ ウ ンシル執行 部(executive)から委任 され た権限 を行
使す る他,ア 算の割 当を受 け,そ の使途 につ き決定す ること もできる紅織
であ り,先 の分類でいえば,「機 関型」 に該'11する地域 白治制度であ る。
この地区 委員会が 発展 してい く契機 の ひとつ とな ったのが,1972年地
方1'1治法(Loca1GovernmentAct1972)によ る,自 治体 再編で あった。
この 再編 は,1974年に実施 され,特 別 市の カウ ンテ ィバラは全廃 され,
イングラ ン ドとウ ェール ズのカ ウンテ ィは58か ら47に,1250の市(mu-
nicipalboroughs),町村(urbanandruraldistrict)は332のデ ィス ト
リク トに再編 されたS。 この ような再編 によ り,基 礎的 白治体の 規模 は人
き くな ったが,そ れ に伴 い,複 数の 中心地 を含む自治体が誕 生 し,中 心地
間の軋櫟か ら,ひ とつの中心地の 名称を 白治体 の名称 とす ることができず,
無意 味な名称や 白治体内の小集落の名称を 自治体の 名称 とす るなどの例 も
あ った。 これでは住民 と白治体の問の親近感を生み 出すの も難 しか った。
このよ うな状 況が イギ リスにおけ る白治体内分権化の きっか けとな った と
いわれ ている"。
これ は現在 のわが国の状 況 とよ く似てい る。 したが って,そ の ような状
況への対応策 と して発展 してきた イギ リスの地 区委員会に学ぶ ところが少
な くな いはずで ある。
ただ し,イ ギ リスの地 区委員会の制度 を理ll皐するには,イ ギ リス地 方rl
治 体 の 伝 統ri勺内 部 組 織 形 態 で あ る 「委員 会 制 」,2000年地 方f'1治法
(LocalGovernmentAct2000,以ド,2000年法 とい う)に 基づ き導 入 さ








稿では,まず,次 節において,イ ギ リスの地方自治体の内部組織一般につ





イギ リスの地 方白治制度 の特 徴のひ とつが カウ ンシル制で ある。 イギ リ
スで,わ が 国の都道府 県に相'liするの はカウ ンテ ィ(county),わが国 の
市町村 に相 当す るの はデ ィス トリク ト(district)であ るが,こ れ らはあ
くまで地 方t`1治区域(10calgovernmentarea)の名称 に過 ぎない11°。法
人(bodycorporate)格を有す る地 ノ∫自治体(bealauthority)は,カ
ウンシル議長(chairman)とカ ウンシル議 員(councillors)からな るカ
ウンテ ィカウ ンシル(countycouncil),ディス トリク トカウ ンシル(dis-
trictcouncil)であ り,カ ウ ンシルは,法 律 によ り与え られた権限を 自 ら
行使 す ることがで きる[P。カウ ンシルは,:元 的構造を とるわが国の地 方
自治 体において,議 決機関(議 会)と 執行機関(首 長,行 政委員会)に 分
けj.えられてい る権能の 両方をイ∫しているのであ る。
qO)LoealGovernmentAct,1972(以ド,L.G.A.1972と省 略)s.1.
(11)L.G.A.1972s.2.なお,2000年 地 方rl治法(LocalGovernmentAet2000
(以 ド,L.G.A.2000と省 略))に よ り,カ ウ ンテ ィカ ウ ン シ ル,デ ィ ス ト リ ク ト
カ ウ ンシ ル は,公 選 の 市長 が政 策 執行 の 中 心 的 役割 を#flう制 度 の採 川 も"∫能 に な っ
た。 こ の場 合,「 市 長,議 長,カ ウ ン シル 議 員 」 が カ ウ ン シ ル を 構 成 す る こ と に
な るL.G,A.1972s.2(2A)。た だ し,こ の 場 合 も 「カ ウ ン シル が 法 人格 を 有 し,
諸 権 限 を 行 使 す る1と い う点 で は,地 ノ∫自治 制度 の 制 度 的 枠 組 み は 変 更 され て い
な い 。
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カ ウンシルが,法 律 によ り　-1一え られ た権限 をriら行使す る場 合には,カ
ウ ンシル議員 全員か らな る全体 会議(fullCOL121C11)によ ることにな る。
しか し,全 体会議の 人数 は詳細な討議を行 うには多す ぎるため,多 くの事
項 は実際には,後 に述べ る委員会で処理 され てお り,i'体会議 の少なか ら
ぬ部分は儀式 に費や されて いたi2。
1:体会議の実質的活動 と して は,① 前回 の会議以降 に委員会が行 った行
為の承認,② 委員会か ら提 出され た報告,分 析,提 案 を検 討 し,そ れ らを
承認,修IE若 しくは拒 否 し,又 は再検 討のために委員会に差 し戻す ことな
どが行われていた1:3。
委員会制
1972年地 ノ∫「1治法 は,カ ウ ンシルは,そ の権限 を遂 行 させ るため に委
員会を設置す ることがで きる と定 めているh。
カウ ンシルの 委員会 は,わ が 　=1の地 ノ1議会の委員会 とは,か な り性 格が
異な る機関で ある。議 会委員会は,議 会 よ り付託 された案件 を審 査す る機
関であ って,決 定す る機関 ではない。議 会委員会において も表決 は行われ
るが,そ の結 果は議 会の内部 丁一続 ヒの意味 しか持 たない。 委員会の審査結
果 は,本 会議 に ヒ提 され,審 査表決を経 て,"∫決 されなければ,最 終的な
決定(議 会 の意思)と な らない。実 質的審 議の場 として 委員会の果たす役
割は 大きいが,最 終的決定 はあ くまで本会議においてな され る。
これ に対 して,カ ウンシルの委員会は,カ ウンシルか ら権限の委任を受
(12)J.STANYi弓R,UNDERsT.、NDIxGLocALGovERNNIENT141(1976).
(13)ToNYI3YREN,Loc.、LGovERNMENTI¥13　trr.、iNl77(4tl〕ed.1984).
111)LG.A.1972s.102(】),な お,委1!会 は 小 委 員 会 を 設 置 す る こ と が で き る
L.G.A.1972s.1〔〕2(1)(C)alld(・1)、、 小 委 員 会 は,委 員 会 か ら 再 委 任 を 受・け た 事
項 に つ い て,自 ら決 定 を ド し,そ れ を 執 行 す る こ と が で き る1,ま た,委 員 会 が 決
定 権 を 留 保 した 事 項 に つ い て は,審 議 結 果 を 踏 ま え,委 員 会 に 提 案 を す るC、
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ける ことによ り,最 終的な決定 を ドす ことが できる。例 えば,カ ウンシル
が開 発計画の許II∫を計画 委員会 に委任 した場 合,委 員会は,こ れ らのBl`項
につ いて決定 を ドす ことがで きる。 この決定 は,改 めてカウ ンシル全体会
議 の承 認を要す るものではな く,最 終的決定 となる。 このよ うな役割 はわ
が国 の行政 委　!会に近 い といえ る。
もちろん,カ ウンシルは最終的決定権 をrlらのT一に留保す るこ ともでき
る し,一 定 の`拝項 について は法律 によ り委員会へ の委任 が禁if:され,カ ウ
ンシル自 らが決定 しなけれ ばな らな い もの とされてい る。 このような場合,
委員会 はわが国の議会 委員会の ようにカウ ンシルの実 質的審 議機関 と して
の役割 を担 い,審 議の結 果をカウンシル全体 会議 に報 告 して,i体 会議が
lE式の決定を ドす。 しか し,委 員会はカウンシルに提案 をする機関 というよ
り,委 任 された`}筋を処理す る機関 としての性格が強いといわれていた15。
委員会は基本的 にカウ ンシル議 員で構成 されるが,議 員以 外の ものを委
員 とす ることもで きるII61。このよ うな追 加委員(co-optedmember・)は,
原 則 として表決権を持たな いが,委 員である以1-,常に審議に参加す るこ
とはでき る。 この点で も,わ がiiミ1の地 ノ1議会の委員会 とは異な る。
委員会の会議は カウ ンシル全体 会議 と異な り,あ ま り格式張 った もので
はな く,職 員 も質問 に答え,助 言をす ることで,審 議に大きな役割を果た
す。 実際,委 員会 はそれに対応す る部局の長(chiefofficer)の報告を聞
き,そ れについて検討す ることに費 やされていたq㌔
地 方公共団体の伝統的 な内部組織編 成は,公 共サー ビス(教 育,社 会福
祉な ど)や 機能(財 政 な ど)ご とに委員会 と事務部局を設ii♂亡す るノ∫式が と
















A部局 B部局 C部局 D部局
2000年法による改革
委員会 制には,① カ ウンシル議員に特定の政策領域 における,tf門知識 を
身 につ けさせ,よ り多 くの情 報に),ついた決定をr能 にす ること,② カウ
ンシル議 員に,公 開討議 や,議 事進 行の経験 を積 ませ,リ ー ダー シ ップ能
力を 育成す るこ と,③ 決定 を公開で行い うること,④ 反対派の カウンシル
議員か ら代替案が提 出"∫能 である こと,④ さまざまな利益を代 表させ るこ
とが 可能で あること,⑤ 職 員等 にその活動 を説明 させ るための場 にな るこ
とな どの メ リッ トが ある反 面,カ ウンシル議員を 惇門ばか に して しまい カ
ウンシル全体の視点 で物 事を見る ことを難 しくした り,委 員会の会議が枝
葉末節 にばか りこだわ って,重 要な政 策課題 がなお ざりに され ること,会
議の数の増加,討 議 の1貨複,決 定 の遅 延な どの問題点があ ることも指摘 さ
れていたv
地方 白治体運営の 中枢lllが存在 しない とい う問題 に対処す るため,政
策資源委 員会(PolicyandResourceCommittee)を設 置 し,」り算配分や
重要政策の決定 を担 わせ る とい った改 革も行われたが,伝 統的委員会制の






・カウ ンシル議員は,そ の職務 に要す る時 間の3分 の2を 委員会への出
席 やそのための移動 に費や して お り,こ れ は効 率的 とはいえない
・委員会の会議は,カ ウ ンシル議員 にと って 重荷 にな ってお り,か な り
非 生産的であ ると考え られて いる
・カ ウ ンシル議 員の70%は ,コ ミュニ テ ィを代 表す るこ とを最 も重要
な任務 と考え てい るが,そ れ に使 うこ とので き る時間 は30%程 度 に
過 ぎない
・これだ けの時間をt'tやしているに もかかわ らず,委 員会は真の決定機
関 とはいえな い。 カウ ンシルの多 くでは政 党政 治が行われてお り,重
要な決定 は委員会で行 われてお らず,ほ とん ど監視の効かな い密室で
行われ る
・委員会で は多 くの決定 がな されてい るが,カ ウンシル議員 は眞要`拝項
に影響を 与え るこ とはできない と感 じてい る
と,委 員会制 とそれ に伴 うカウンシル議員のあ り方を批 判 した'_'11。そ して,
この よ うな問 題状況 を解消すべ く,2000年法 によ り①政 策決定 とその 執
行機能 をイ∫す る 「執行 部」(executive)の創設,② 政策 の評Tdli・監視 を担
う 「政 策評lllli委員会」(overviewandscrutinycommittees)の創設,③
執行部 とカウ ンシル本体(全 体会議 ・カウンシル委員会)の 権1製配分 の確
㍍の モつ を柱 とす る改 革が行われ ることとな ったので ある。
執行部制






関を公 衆に明 示する こと,政 策評lllli委員会を通 じて決定理 山を公 にす るこ
とにある」噂 もの とされて いる。
2000年法 は,地 ノIII治体1221が,住民 の意 見を聴取 した 後,基 本的に,
次の3つ の タイプの執行部制度のいずれかを選択 しな ければな らないと定
めたO
① 公r{i長 ・内閣制度
公選 のli∫長 と,li∫長が選任 した2～9人 の カウ ンシル議員(た だ し,
カウンシルの議長 及び副議 長は執行部の構成員 とな ることがで きない)
で執行部を構成す る ものである。
なお,公 選の 市長 は同時 に,カ ウ ンシルの構 成員(カ ウンシル議員)
とな り12い,カウンシル全体 会議 に参加す るとと もに,カ ウ ンシルの委員
会の委員 とな ることもで きる伽。 ただ し,執 行部の構 成員はカウ ンシル
議 長,副 議長 とな ることはで きないこととな っているので,公 選 市長が
これ らの職 を兼ね ることはで きな い。
② リー ダー ・内閣制度
カウ ンシル議員の中か らカウンシルによって選 出され た リーダーと,
(Z1)Explanatoi°yNotestoLocalGovernmentAct2000,pai・a27
122)執行 部 制 度 の 対 象 と な る の は,イ ン グ ラ ン ドの カ ウ ン テ ィ カ ウ ン シ ル(広 域 白
治 体),デ ィ ス ト リ ク トカ ウ ン シ ル(基 礎 的 白 治 体),ロ ン ド ン バ ラ カ ウ ン シ ル
(大 ロ ン ド ン圏 の 基 礎 的 白治 体),ウ ェ ー ル ズ の カ ウ ン テ ィ カ ウ ン シ ル,カ ウ ン テ ィ
バ ラ カ ウ ン シ ル(名 称 は 異 な る が ,一 層 制 の 地 方 自 治 体 で あ る こ と は 同 じ)と さ
れ て い るL.G.A.2000s.X18(1)、、
⑦3)LG.A.2000S.ll.な お,こ の 他,国 務 大 臣 が 規 則(i°egulation)によ り 認 め
た 執 行 制 度 を 採 川 す る こ と も で き る 配
⑳NewCouncilCOIISしitutions:GuidancetoEnglishAuthoi・itiFs(以ド,Guid-
allceと省/略)1.9.な お,Guidanceは,http://www.communities.gov.uk/docu-




カ ウ ン シル 又は リー ダー に よ り選 任 され た2～9人 の カ ウ ンシル議 員
(ただ し,カ ウ ンシルの議長及 び副議 長 は執行 部の構成 員 とな ることが
できない)で 執行 部を構成す るものであ る。
⑧ 公選 市長 ・カウ ンシル支配人制度
公選 の 市長 と,カ ウ ン シルに よ って任 命 され る カウ ンシル 支配 人
(councilmanager,身分 は職 員で あ り,カ ウ ンシル議 員で はない)で
執行部を構成す る ものであ る。
なお,1999年6月30日 の時点 で人 日85000人未満 のデ ィス トリク トカ
ウンシルで,カ ウンテ ィカウンシルの区域 内にあるもの については,国 務大
臣の承認 を得て,委 員会制を維持 しつつ,政 策評価 委員会の制度を取 り入
れた代替ri勺制度(AlternativeArrangement)を採川す ることもで きる12㌔
公選 市長制は,イ ギ リスの伝統(地 方白治体 の伝統 のみな らず,ウ ェス
トミンスター型議院内閣制の伝統)に 反す る ものであ り,そ れゆえ に,注
目される ことに もな るのだが,公 選 市長制を採 川 してい る自治体の数 は,
決 して多 いとはいえない。2002～2006年まで に33の 地 方公 共団体で公選
市長制導 入の是非を問 う住民投 票2了が行われたが,賛 成 多数で公選 市長制
を導 人 した地 方公共団体は12に 留 ま り,21で は提案が 否決 された。結 果
的に,地 ノ∫公共団体の うち,316(81%)がリーダー ・内閣制度を採 用 し,
さらに,69(15%)が小 規模 自治体 として委員会制を維持 した。
従来の委員会制の もとで も,多 数党 の リーダーが,非 公式 にではあるが,
T:要な政策決定 を担 っている と指摘 されていたので,リ ーダー ・内閣制度
12G)L.G.A.2000SS.31-33Q代替ll勺制 度 の 内 容 に つ い て は,LocalAuthol・111PS(Al-
tei・nativeArrangemellts)(England)Regulatiolls2001(SI2001/1299)及び
GuidanceCh.9を 参 照 、,
@の 公 選ll∫長 制 度(公 選 市 長 ・内 閣 制 度,又 は 公 選 市 長 ・カ ウ ン シ ル 支 配 人 制 度)
を 採 川 す る に は 住 民 投 票 を 経 な け れ ば な ら な いL.GA2000s.26(2).
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をと った多数のri治体は,従 来行われて きた 白治体運営 に最 も近 い制度を
採川 した もの とい うことがで きよ う。 しか し,そ の場合であ って も,非 公
式 の存在であ った リー ダーに公式の地位が 与え られ,そ の存在 と責任が明
確 にな った ことの意義 は少な くない。
政策評価委員会
地 方ri治体 は,執 行部制度 を採 川 した場合,1以1一の政策評 価委員会を
設置 しなけれ ばな らない128と規定 している。
政策評価委員会 は,① 執行 部の権 限遂 行にかかる決定 等について,評 価
(review)監視(scrutinize)する こと,② 執行部の権 限遂 行につ き,カ
ウンシル又 は執行部 に報 告又は勧 告をす ること,③ 執行 部以外 の機 関の権
限遂 行にかか る決定等 につ いて,評 価監視す ること,④ 執行 部以外 の機 関
の権 限遂 行 につ き,カ ウ ンシル又は執行 部に報 告又は勧 告をす ること,⑤
地 ノ∫公共団体の区域又 は住民 に影響を 与え る`1頓につ き,カ ウ ンシル又は
執行 部に報告又は勧告をす ることをその権 限とす る「Z巳[。このような性格1-,
執行部の構成 員は,政 策評価委員会の委員 とな ることはで きな い:411。
(281L.G.A.2000s.21(1).
(291L.G.A.2000s.21(2).政策 評 価 委員 会 は,ヒ 記 の 権 限,そ の 他,2000年地 方
自 治 法21条 に 規 定 さ れ た 権 限 以 外 の 権 限 を 行 使 す る こ と は で き な いL.G.A.
2000s.2](4)⊂1ただ し,ベ ス ト ・バ リュ ー 評llHi(LocalGovernment1999に基
づ い て 定 め られ た地 ノ∫公 共 団体 が 提 供 す る公 共 サ ー ビ スを 改.Y,・:する ため の 仕 組 み。
これ に つ いて は,後 掲 注(78)を 参照)が 執 行 部の 権 限 外 とされ て い る場 合で あ っ
て,"i該 カ ウ ン シル が1該 評 価 を 政 策 委 員 会 の 権 限 と して い る と き は,こ の 限 り
で は な いLG.A.2000s.21(5),、
(3〔)ILG.A.2000s.21(9).なお,政 策 評 価 委 員会 は ・つ 又 は そ れ 以Lの 数 の 小 委
員 会 を 設 置 し,政 策 評 価 委 員 会 の 権 能 を 行 使 させ る こ とが で き るL.G.A.2000s.










2000年法 にお ける権限配分 とその行使
2000年法 は,2000年法 又 はその後に制定 され る法律 の定 め に従 い,地
方公共団体 の権 限であ って,国 務大 臣の制定す る規則で定 め られた以外の
もの は,執 行 部の担'11(executiveresponsibility)する もの とす る喫 と
規定 して いる。す なわ ち,国 務大臣 は,規 則 によ り,① 執行部の担'liとし
ない権限,② 執行 部の担 当とす るか しな いかを地 方自治体 が選択 できる権
限,③ 執行部 の担 当 とす る範囲お よび執行部の担'11としない範囲に分割 さ
れ る権限を定 めるこ とができ る。
国務大臣の定 めた 「権 限配分規則⊥'粥は,概 ね次 のよ うなノ∫針で権 限配
分を行 って いるSIO
・基 本政 策(policyframework)と予算,憲 章に関す る 事項 と準 【d法
(311ExplanatoryNotestoLocalGovernmentAct2000,Para30
(32)L.G.A.2000S.13(2).なお,法 律 が 地 ノ∫公 共 団 体 で は な く,地 方 公 共 団 体 の
特 定 の 委 員 会 や 特 定 の 職 員 等 に 直 接 権 限 を イ寸与 し て い る 場 合 は,「 地 ノ∫公 共 団 体
の 権 限 」 で は な い の で,13条 の 適 川 は 受 け ず,執 行 部 で は な く,'童i該 委 員 会 ・






的 事項 については,カ ウンシル全体 会議の権限 とす る。
・許認 可の 可否に関す る決定(た だ し,権 限行使 に際 して 裁量が 存す る
場 合を除 く)と それ に伴 う法執行(告 発を 含む)は,執 行 部の担 当す
る ところ としない
・他 のすべての権限は執行部の担 当す るところとす る
ここで注意すべきことは,都li∫計 画lii園計画(townandcountryplan)
及 び開発許rに 関する権1製,営 業,交 通,衛 生等 に関する多数の許 認 可権
限,労 働安 全衛生に関する権 限,ヒ 記の許 認ll∫等に条件等を付する権 限,
i:記の許 認li∫の要{ノi・,条件等に違反 したもの等に対 し,強 制等を行う権限,
ヒll己の許 認 可の変 更撤llii等を行 う権限などが,執 行 部の担'置1しない権限 とさ
れていることである{.ii。
執行部の担'11とされて いる権限 につ いて は,執 行部が地 ノ∫公共団体 に代
わ って 執行す るもの と し,執 行 部制度 につ いて定 め る2000年法の規定 に
),ついて,執 行 しなければな らな らない う1}。2000年法 は,11∫長 ・内閣制,
リー ダー ・内閣制,市 長 ・カウ ンシル支配人制 ごとに,執 行 部の担 当とさ
れた権限行使のノi.・J(についての定めを置 いて いる。 イギ リスの地 ノJ自治体
の大'トが採 川 してい る リー ダー ・内閣制の例をあ げると,① 執行 部の担'i1
とされた権限は,規 程によ り執行部,執 行部構成員(執 行部 リー ダーを含
む),執 行部 委員会,職 員の いず れかに配分 され る,② 規程 による権限配
分 を受 けた者は,'1i該権限の行使を担"iする,(3iリー ダーは,規 程 によ り
配分が定 め られなか った執行部権限を 自ら行使す るか,執 行部,執 行部の
他 の構成 員,執 行部委員会,職 員が'1を該権限を行使す るよ う定め ることが






行部の委員会又 は地 方公共団体 の職 員が これを行使す るよう定め ることが
で きる,⑤ 執行部構成 員または執行部委員会が権限を行使す るよう規定 さ
れてい る場合,'㌦該執行部構 成員は地 方公共団体の職員が これを行使す る
よう定め ることがで きる,こ ととされてい る唱3T。
さらに,2000年法は,執 行 部制度の如何を問わず,執 行部の担 当とされた
権限につき,⑥ 地 区委員会による行使,⑦ 他の地 方 自治体による行使,⑧ 他
の地 方自治体 との共同行使を行 うことを可能とする旨の規定を置いている「娼。
カウンシルは,執 行 部の担.,.iとされた権限を行使することはできず,カ ウ
ンシルの委 員会 ・小委員会,他 のカウンシルに行使 させることもできない39。
執行 部の担 当 しな い権限 につ いて は,2000年法 におけ る執行部制度 の
枠組みで はな く,法 によ り認容 され又は法が命ず る方法 によ って行使 され
るもの とす る曲。 すなわち,執 行部の担 当 とされなか った権限については,
従来通 り,カ ウ ンシルの権 限 とされ る。 カウ ンシルの権 限で あるか ら,カ
ウンシル全体会議 で これ らについて決定す ること もで きる し,カ ウンシル
構成 員か らな る委員会(執 行部委員会 と区別す るために,以 ト,「カウ ン
シル委員会」 とい う)を 設置 して,そ れ らに執行 部の担 当 しない権 限の行
使を行わせ ることもできる111。先に述べたよ うに,カ ウ ンシル全体会議 は,
実質的審議 をす るには人数が多す ぎるため,営 業許 可や免許 な どについて
は,執 行 部制導 入後 も,従 来の委員会制 にお ける委任 の枠組 みによ って,
処理 され ることになろ う。 なお,執 行部の構成 員 もカウ ンシル議 員であ る




qOll司務 大 臣 は 規 則 に よ り,執 行 部 の 担'IIしな い 権 限 の 行 使 に つ い て の 規 定 を 設 け














発計画(DevelopmentPlan)につ いて は,基 本政 策の一部 と しての性格
を持つ もの と して,計 画案の策定 は執行部の,計 画 の決定 はカウ ンシル全
体会 議等の担 当す るところとされて いる。 さ らに,開 発許 可は執行部の担
当 とす る ところではないため,従 来の委任の枠組み によ って,カ ウ ンシル
の委員会が担当す ることにな ろう。 しか し,計 画 のガイ ドライ ンの策定,
保存地 区,史 跡,環 境保護地区の設定,開 発権の剥奪,強 制 買収命 令の発
布等 は,執 行部の担 当す るところとな る【421。
2000年法 と地区委員会
2000年法以 前の委 員会制 の枠 組 みで も,自 治体 内の一 定 の地 区を管轄
区域 と し,カ ウ ンシルか ら当該地区 に関す る権限の委任 を受 けて,そ れを
行使す る委員会を設置す ることは 可能で あった。
先 に述 べたよ うに,イ ギ リスの 自治体で,自 治体 内分権化 の試 みが本格
化 したのは,1980年代か ら90年 代にか けてで ある。 例えば,タ ワーハ ム
レッツ(TowerHamlets)ロン ドンバ ラでは,バ ラの区域 に七つ の地区




配置 され,地 区 の問題 についての実 質的決定権を付 与 した弔。 また,1999
年に,地 区住民が決定 に関!-J一する機 会をj.えることと,議 員が カウ ンシル
及び他の公共 サー ビス1三体 の執行状 況について検討す ることを 目的 とす る
11の地 区委 員会を創 設 した 自治 体 もあ った。 この地区 委員会 の メンバ ー
は,'i1該地区(選 挙区)の カウ ンシル議員,公 募によ り選ばれた一一般審議
委員,警 察な どi三要な公 共団体 及び協ノJ団体 の代表委員,委 員会の検討委
員会 ・専門委.,S1会の委員で経験 や専門知 識を理 山に追 加任命 された委員で
あ った。 カウンシル議員 は投票権 を有するが,そ の他の委員は投票権をイ∫
せず,ま た,公 衆,コ ミュニ テ ィ団体 やボラ ンテ ィア団体代表,カ ウ ンシ
ル職 員の参加 を想定 して いたq1。
2004年に地 方rl治協会(LocalGovemmentAssociation)が,イング
ラ ン ドとウ ェール ズの 白治体を対象 に行 った地 区委員会に関するア ンケー
ト調査㊨ によれ ば,地 区委員会制度を有 して いると1"1答した自治 体の うち
の27%が,1999年4月 以 前にこの制度 を導入 して お り,さ らに,1999年
度 と2000年度 に導人 した自治体 が44%に 及ぶ。
しか し,イ ギ リスの地 ノ∫白治 制度において,地 区 委員会が明確 な位i置こづ
けを 与え られたの は2000年地1il't治法 によ ってである。2000年法18条3
項 以 ドは,地 区委員 会を次 のよ うに定義 した。 すなわ ち




(45)、調 査 結 果 は,LocALGovERNMENTAssocL、・1・loN,MAKINGr)1弓clsloNLcx・:v.し1":A
SuR、'EYOI'L(x・M∠AじTHoRITIEs()NAREACoNINIITTEEsANDAREAFoRuMs('004)
に ま と め ら れ て い る,,な お,こ の 調 査 は410の 白 治 体 を 対 象 に 行 わ れ,回 収 率 は
72%で あ っ たid.at47.
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「地 区 委 員 会 」 と は,地 方 公 共 団 体 に関 して は,委 員 会 又 は 小 委 員 会 で
あ って,(4)項の 要件 を満 たす もの を い う。
(中略)
1×11本条 に 要件 を 満 た す 委 員 会 又 は小 委 員 会 とは,以 ドの もの を い う。
(a)地ノ∫公 共 団体 の 区域 の 一・部 地 区 につ き,権 限 を 行使 す る た め に 設 置 さ
れ た 委 員 会 又は 小 委 員 会で あ り,
(b)そ の 全 部 又 は 一部 が"i該地 区 に 含 ま れ る選 挙 区(electoraldivisions
orwards)選出 の カ ウ ン シ ル 議 員 を,委 員 会 又 は小 委 員 会 の 構 成 員 と
し,
(c)"i該地 区 が,(5順 の 要件 の い ず れ か 若 し くはす べ て を満 た して い る
(51前項 の 要 件 とは,以 ドの もの を い う。
(a)当該地 区 の 区 域 が,地 ノ∫公 共 団 体 の 全区 域 の5分 の2を 越 え な い こ と
(b)地方 公 共 団 体 の 算 定 に よ る 当該 地 区 人 目 が,当 該 算 定 に よ る地 方公 共
団体 の 全 人 口 の5分 の2を 越 え な い こ と16
さ らに,政 府 が自治体 内分権 化の]三法 と して,地 区委員会を積極的 に推
奨す るよ うな ったの も,2000年法以降で ある。政 府が発 した2000年法 ガ
イダ ンスには,「11ξ1務大臣は,地 区 委員会や地区 フ ォー ラムが,意 思決定
を住民 によ り身近 な ものと し,地 方 白治体 の活動 の過程に住民の声を反映
させ る助 け とな るこ とを認識 してい る。llミ1務大臣 は,例 えば2000年地方
自治法 に基づ く執行 部制度 の提案 のよ うに,地 ノ1`1治体が住民 と協議す る
際に地 区にお ける協議会が非常 に有川であ ることを 口の1た りに している。
したが って,国 務大臣 は地 方ri治体が 協議,意 思 決定,そ の両方のための
分権 的制度の使川を考慮す ることを奨励す る」1丁もの と して いる。
先に述 べた ように,2000年法 は,地 ノ∫ri治体の政策決定 ・政 策執行を,
委員会によ る分散型か ら,執 行部 による集 中型 に改めた。 このよ うな制度





て,コ ミュニ テ ィを代 表する とい う本来的な役割 に割 く時間 を確保 す ると
い うことにあった。
しか し,コ ミュニ テ ィを代表す ることに時間を割 くとい って も制度 的裏
付けがな けれ ば,絵 に描 いた餅に過 ぎない。地区委員会 は,カ ウ ンシル議
員が コ ミュニ テ ィのために仕 事をす ることを 可能 にす るための制度 的枠組
み とい う意味合 いを もつ ものであ るin。
ただ し,こ の よ うな地 区委員会の役割の強調を額 面通 りに とっていいか
とい うと,い ささか 疑問が残 る。2000年法 は,そ の立案'li初は,地 区委
員会 に関 して ほ とん ど定 め るところがなか ったtai,。委員会 制か ら執行部制
への移行 につ き,執 行部に属 さない一般議員 は,そ の役割 を奪われ る,政
策決定か ら疎外 される,情 報が得 られな くなる,職 員 との接触 がな くな る
とい った不満 を抱 くよ うにな った。 これ に対応す るため,政 府 は執行部創
設のノ∫向 は改 めなか った ものの,政 策評価監視機能 の強 調,カ ウンシル全
体会議の役割 の強 調,情 報開示,地 区 委員会等へ の執行権 限の委任な ど,
一般議員の役割 を強調す る政策を取 り入れ ることにな った とい う見 方もあ
る繭。 さ らに,地 区委 員会は,執 行部の構成 員 となれなか った議員の ご機
嫌を取 るためのえ さに過 ぎない とい う見方す らある15i。
しか し,自 治体 内の分権化には,カ ウ ンシル議 員,特 に,執 行部に属 さ
な い議員が コ ミュニテ ィにおけ る リー ダー シップを発揮す る機 会を 与え る









ジェク トの推進 とい った効果 も期待 されてい る52ところで ある。
さ らに,地 区委員会には,き め細かい民意 に),!;ついた 白治体の行政運営
を可能 にする とい う効果 も期待で きるとす る見解 もある530すなわ ち,政
党政治 が確 ㍍してい る多 くの地 ノ∫白治体 にお いて は,白 治体1:体と して は
少数派 とな っている党派が,多 数を 占めてい る地区が存在す る。その よう
な地 区に対 しての分権化は,rl治体の権限の一部の行使を少数党派へ 委ね
るこ とに他 な らない。 これは地 方rl治体 における多元性(pluralism)を
強化す る ものである。
、ア法化に際 して このような効果が どれほど考慮 されていたか は別 にして,
法 は他の カウ ンシル委員会に適 川 される党派的バ ランスの規定司を,地 区





〔54)Lora1GovemmenしandHousingActl989s。15-17は,カウ ン テ ィカ ウ ン シ
ル,デ ィス トリ ク トカ ウ ン シル,ロ ン ドンバ ラ カ ウ ン シ ル等 で ,党 派 が 存在 す る
もの は,そ の 委 員会,小 委 員 会,諮 問 委 員 会,諮 問 委員 会 の 部 会 等 を,党 派 的 に
バ ラ ン スの 取 れ た 委 員構 成 に す べ き 旨 を定 め て い る,,委員の 割 りiて は,① 委 員
会 の す べ て の 構 成 員が 同 じ党 派 でIliめられ な い よ う にす る こ と,12吻 ウ ン シル の
過'卜数 を 占め る党 派 が 存 在す る場 合,委 員 会 等 も,,.1i.c党派 が 過.,数を11iめる よ う
に す る こ と,3・L記112の 範 囲 で,各 党 派 が 全 委員 会 委 員 総 数 に 占 め る割 合 は,
カ ウ ン シル の 各党 派 の 議ll儲ll合を 反映 す る よ うに 配 分 す る こ と,14・ヒ記!11～・31に
従 った ヒで,各 委 員会 に お け る 委 員 数 の割 合 は,カ ウ ン シ ルの 各党 派 の 議 席 割 合
を反 映 す る よ うに 配 分 す る こ と とい う原 則 に,可 能 な 限 り従 うこ とと され て い る。
{55地方 公 共 団体 の 区 域 の ・部 地 区 につ いて,'置1該地 方 公 共 団体 の 権 限 を 行 使 し,
又 は"i該地 ノ1公共 団 体 に 意 見を 述 べ る こ との み を 任 務 とす る もの で あ って,投 票
権 を 有す る 委 員 会 ・小 委 員 会 の 構 成 員 が,墓 当該 委 員 会等 を設 置 した地 方 公 共 団







2000年法18条(1)項は 「国務人臣は,規 則により,執行部,そ の委員会
又はその特定の構成員が,執 行部規定により執行部の担 当とされた権限を,
地区委員会に行使させる旨の定めをすることを可能とする規定を設けるこ




その 全 部 又 は ・部 が 含 まれ る デ ィ ス ト リク トの カ ウ ン シル議 員 が 構 成 員 と され て
い る も の に あ って は,当 該 デ ィス トリ ク トカ ウ ン シ ル議 員,⑥ デ ィ ス トリ ク トが
設iiiする 委 員 会 ・小 委員 会 に で あ って,'11該デ ィス トリク トが 包 含 され る カ ウ ン
テ ィカ ウ ン シル の 議 員 を 委 員 とす る もの に あ って は,当 該 カ ウ ンテ ィカ ウ ン シ ル
議 員 で,そ の 全 部 又 は 一 部 が'li該地 区 に含 まれ る選 挙 区(electoraldivisionso　・
wa1・ds)選出 の議 員 に 限 られ て い る もの に は,党 派 別 の 委 員 割 り 当て は適 川 しな




(肋L.G.A.2000s.18(1).なお,s.18(2)は 「本 条 に 基 づ くの 規 則 に は,'11該規
則 にJSつ く定 め に お け る制 限 及 び制 約(当 該定 め の 対 象 とす る こ とが で き る 権 限
につ い て の 制 限 及 び 制 約 を 含 む)を 設 け る こ とが で き る」 と 規定 す る が,現 時 点




執行部が担 当す る もの とされ る権限には,ア 算執行を含むので,地 区委
員会 に一定額 の 」ウ算を割 り"iて,そ の執行 を委ね るこ とも"∫能 で ある。
2000年法 ガ イダ ンスは,地1>く委員会へ のf算 割 り'iiてに際 し,執 行部が
地区委員会に委任 した権限を行使する際に使川 しうるr算 の ヒ限を定める,
執行部が 委任 した権 限 ごとにr算 を割 り当て る,コ ミュニテ ィー戦略な ど
の計画で定 めた政策 目標 によ りr算 や 支出の限度を設け る,権 限 ごとに割
り"iてられた ア算 の中で,費 目転換 がで きる限度 を定 め る,r算 の最 高限
度によ り,決 定の 「大 きさ」に制限 を加え るな どの方法を推奨 しているss。
さらに,地 区 委員会 は,執 行 部の担1と された権 限を行使 してい る場 合
で も,執 行部の 委員会で はな く,カ ウ ンシルの(設 置 した)委 員会の性格
を持つ ので,1972年地 ノ∫rl治法 の規定 に基づ き,委 任を受 けて,執 行 部
の担 当とされなか った権 限(カ ウ ンシルの権限),例 え ば,免 許や開発許
li∫に関す る権限を行使す ることがで きるIi°。
つま り,地 区委員会は,執 行部の担 当とされ た権限,執 行 部の担 当で は
ない権 限のいずれ も,委 任を受 ければ,そ れを行使す ることがで きるので
ある。(地 区 委員会があ る場合 の カウン シルの組織 と権限行使 について は
図3を 参照。)
なお,2000年法 のガ イ ドライ ンは,委 任 された権 限を行使す る こと以
外 に,地 区委員会に次のよ うな役割を 与え ることを考慮すべ き もの と して
いる。
・当該地 区に利害関係のあ る事項につ き,執 行部や監視 委員会 に意見を
述べ るこ と
・住民 との協議過 程の 重要な一一部 とな ること
































































・地 方公共団体が,公 的セ クター,私 的セ クター,ボ ランテ ィア団体,
公衆 と協力関係 を構築す る助 け となるこ と
・コ ミュニテ ィー計画の一環 と しての地 区の コ ミュニテ ィ戦略を策定す
る助 け とな るこど 刷
3地 区委員会の実態
地 区委員会はその設置が義務付 け られて いるわけではないので,地 区 委
員会制度を採川す るか どうか,さ らに,採 川する場 合で も,そ の管轄区域,




本節で は,ま ず,地 区委員会の設置状況,管 轄区域 ・委員数,権 限等に
ついて,地 ノ∫白治 協会 によるア ンケー ト調ii:に1,i;づき,一般 的状況を概観
し,続 いて,地 区委 員会の活 用に積極 的 に取 り組 んでい る3つ の 自治体
(小都 市であるケ ンブ リッジ,都 市部 と川園部 を抱 え るチェス ター,ユ ニ
タ リーri治体 である ノッテ ィンガム)を 例 に して,地 区 委員会の実態 につ
いて検 討 してみたい。
設置状況
表1は,自 治体の種類別に,地 区委員会を設 置 して いる自治体の割合 を
パーセ ンテー ジで示 した ものであ る。
大都市圏 と大 ロン ドン圏の 自治体で,地 区 委員会設 置割 合が 高い。 この
理 山 としては,大 都 市の 白治体 は,人 口が 多いため,ri治体 内分権組織 の
必 要性 が高い ことが考え られ る。 また,地 区委員会は,基 礎 的 自治体 の ド
での地域 白治の ツール として,バ リッシュカウ ンシルと競合関係にあるが,
大都市圏にはパ リッシュ ・バ リッシュカウ ンシルが設 置 されていない地域
が 多 く,(LondonGovel・nmentActl962にはパ リッシュ ・パ リッシュ
表1:地 区委員会を設置している自治体の割合(%)II曹
SIB LF3 UA CC' DC' W 合計






未設置 92 31 GG 87 74[
1621Loc.、1、GovERNMENTAssocLvrloN,.sttprtt1101P・15at8.なお,こ の 調 査で は,
地 区 委 員 会 を 「委 任 を 受 け て 執 行 部の 担 当 と さ れ た 権 限 を 行 使 し う る機 関 」 と定
義 した。2000年法 は,他 の 地 方 白 治 体 に 執 行 部 の 権 限 を 行 使 さ せ る こ と を 認 め
て い る(L.G.A.2000s.19)ので,先 の定.義に よ れ ば,デ ィ ス トリ ク トカ ウ ン シ
ルが,ハ リ ッ シュ カ ウ ン シル や そ の 委員 会 に,執 行 部 の担"1と され た 権 限 を 委 任
して い る場 合,パ リ ッ シ ュカ ウ ン シ ルや そ の 委 員 会 も 「地 区 委 員 会1に 含 ま れ る
こ と とな るU
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イギ リスの地区委員会と白治体内分権化
MB:大 都 市圏 バ ラ(Nletoropolitanboroughs:イン グ ラ ン ド大 都 市 圏1'弔の 基 礎 的1`1治体)
LB:ロ ン ド ン バ ラ(Londonboroughs:大 ロ ン ド ン 圏 の 基 礎 的n治 体"1)
UA:ユ ニ タ リー 自 治 体(unitaryauthorities:イン グ ラ ン ド非 大 都 市 圏 「"の一一一ll噂制 臼治 体)
CC:カ ウ ン テ ィカ ウ ン シ ル(countycouncil:イン グ ラ ン ド非 大 都ll∫圏 の 広 域rl治 体)
DC:デ ィス トリ ク トカ ウ ン シ ル(districtcouncil:イン グラ ン ド非 大 都ll∫圏 の 基礎 的 自 治 体)
W:ウ ェ ー ル ズ(WelshUnitary:ウ ェ ー ル ズ の 一・層 制 白 治 体)
(63)1972年地 方ri治法 は,大 ロ ン ドン圏 を 除 く,イ ン グラ ン ドを6つ の 大 都II∫圏
カ ウ ン テ ィ(大 都 市 を 含 む カ ウ ンテ ィ)と39の 非 大 都 市圏 カ ウ ンテ ィ(大 都 市
を 含 ま な い カ ウ ン テ ィ)に 区 分 した。 当初 は,大 都 市圏 カ ウ ンテ ィ,非 大 都 市圏
カ ウ ン テ ィの 両 方 に,カ ウ ンテ ィカ ウ ン シ ル が 騰 か れ て い た が,1985年地 ノ∫ri
治 法(Local(roves°nmentAct1985)によ り,1986年に 大 都 市 圏 カ ウ ン テ ィカ
ウ ン シ ル は,大 ロ ン ドンカ ウ ン シ ル(GreaterLondonCouncil)とと も に廃IL
され,大 都ifilCIは大 都 市圏 デ ィス トリク トカ ウ ン シル の み の一一 ltiya制自治 制1Xとな っ
た。 大 都 市 圏 バ ラ と は,こ の 大 都 市 圏 デ ィス トリ ク トカ ウ ン シ ルの 別称 で あ る、,
大 都 市圏 デ ィ ス ト リク トの す べ てが,バ ラ あ るい は シテ ィを 称 す る勅 許 を 与え ら
れ て い る た め,こ の よ うに 呼 ば れ る。
(6の大 ロ ン ドン圏 の 白治 制 度 は,LondonGovemmentAct1963によ り規 定 さ れ
て い る。 ロ ン ドンバ ラ とは,こ の法 律 で創 設 され た 大 ロ ン ドン圏 の 白治 体 で あ り,
ロ ン ドンバ ラ と(特 許 状 に よ る伝 統li勺な 制度 を維 持 して い る)シ テ ィオ ブ ロ ン ド
ンで ロ ン ドン地 域 の 基 礎 的 自治 体 を 構 成 す る。
(65)イン グ ラ ン ドの非 大 都 市 圏 は,基 本 的 に,カ ウ ンテ ィカ ウ ン シル と デ ィス トリ
ク トカ ウ ン シル の:層 制 で あ る が,1992年地 ノ∫r1治法(LocalGovemmentAct
l992)の定 あ る スキ ー ム に よ り,い くつ か の 地 域 で,カ ウ ンテ ィカ ウ ン シ ル と,
デ ィス ト リク トカ ウ ン シ ル を 統 合 した ユ ニ タ リーf't治体(wiitaryauしhority)
が 設 置 さ れ た。 ユ ニ タ リー 自治 体 へ の移 行 は,1三と して,移 行 対 象 とな る デ ィス
ト リク ト(従 来 か らあ る デ ィス トリク トが そ の ま ま 移 行 す る場 合 と,合 併 に よ り
新 た に設 置 さ れ た デ ィ ス ト リク トが 移 行 す る場 合 が あ る)が,従 来 の カ ウ ン テ ィ
を 離 れ,移 行 対 象 区域 の みで,新 た な カ ウ ンテ ィを 形成 した ヒで,'11該カ ウ ンテ ィ
に は,カ ウ ンテ ィカ ウ ン シル を 設 置 しな い と い う方 式 が と られ る。 カ ウ ンテ ィの
i領 域 がユニ タ リーrl治体 に移 行す る場 合は,カ ウ ンテ ィカ ウ ン シル を存 置 し,デ ィ
ス トリク トカ ウ ン シル を設 置 しな い とい う方式 が と られ る こ ともあ る。
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カウ ンシルに関す る規定 がないため)大 ロン ドン圏 にはパ リッシュカウ ン
シルを設 蹉しえない。 これ も,パ リッシュカウ ンシルの多い非 大都ll了圏 や
ウ ェール ズ(ウ ェール ズには,イ ングラン ドのパ リッシュにあたるコ ミュ
ニ テ ィがその全領域 に設置 されて いる)に 比べ て,大 都市圏や大 ロン ドン
圏の 白治 体が,地 区 委員会の利川 に積極的 である理 由のひ とつではないか
と推測 で きる。
規模
地 区委員会の 「規模」 は,委 員会の委員の数,委 員会の管轄す る区域の











なお,167名の委員か ら構成 され ているのは,人 都市圏の:つ の選挙区
を管轄 とす る地 区委員会であ り,例 外的な もの と考え られ る。 また,地 区
委員会の管轄区域 の人口につ いては,基 礎的 白治体(デ ィス トリク トカウ
ンシル)に おける地 区委員会 と広域 的 自治体(カ ウンテ ィカウ ンシル)に
お ける地区 委員 会の両方を'1'一均 した ものであ ることを考慮 に入れ る必 要が
ある。 基礎 的自治体 におけ る地区委員会の管轄地区人 口の'F均は,こ の数
字 よ りも小 さ くなる ことが1与想 され る。
目的 ・権限





・コ ミュニ テ ィ計 画策定のために活川す ること
・地域 との意見 交換 のために活用す ること
・決定 に際 して の地域住民 の参加の増進のため に活用す るこ と
・地 域の意 見を代弁 する こと
・地 ノ∫公共サ ー ビス供給 を監視す ること
・開発f算 を管理す ること
さらに,多 くの地 区委員 会は以 ドのよ うな事項 につ き決 定権(1℃spon-





・コ ミュニテ ィグループに対す る補助 金給 付
地 区委員会の委任権限やr算 の多寡 は,地 方公共団体の規模,地 区組織
の 数 と規模 に比例す る傾 向にあ る とい うll'81。また,ド 院 の委員 会が2002
年 に行 った調査に よれば,地 区 委員会 への権 限委任が ト分 に行われてお ら
ず,多 くの場合,委ii会はほとん どお しゃべ りの場(talkingshop)となっ
てい るとい う傾 向が見 られた とい(i9。
ケ ンブ リッジ ・シテ ィ ・カ ウンシル にお ける地区委員会






イ ング ラ ン ド東部 にあ るデ ィス トリク トカウ ンシルで ある。 市 の人 口は
108864人(2001年国勢調査。なお,2006年度 見積 もりで は,116700人)
であ り,カ ウ ンシル議員数 は42名,2007年現 在の党派別 内訳 は自由民 主
党28名,労 働党13名,無 所属1名 である。
市 には右の図 のように4つ の地 区委 ヶンブリッジ市における地区委員会
員 会 が 設 置 され て い る。 各 地 区 は
3～4の 選挙 区か ら構成 され,2001年
の略 調査 に よれ ば凍 地 区(E。、ti
Area)は30752人 ・ 北 地 区(N・rth..................地区'〉'＼
Area)は32601人,南地 区(South
Area)は22935人,西 ・中 央 地 区
(West/CentralArea)は22575人で
あ る伽。




うにするため,賃 借人団体 ・居住者団体の代表,地 区における青少年の代
表,地 区における警察の代表,地 区におけるボランティア ・セクターの代










地区 委員会 の権 限 とされてい る事項 には,環 境改 隆,地 区計lilii申,ll嚢1,公
園及び レク リエ ー ションサー ビス,コ ミュニ テ ィサー ビス,街 路関係}}項
があ る0
環境 改 善に関 して は,∫》算 の割 り当てを受け,そ の範囲で 支出を行 う権
限を有す る他,環 境改.Y,`一プ ロジェク トに関 して,調 査,確 認,協 議,承 認
な どの役割を果たす こと,環 境 改 善にかか る政策の 見直 しに際 して 協議 に
与る こと,環 境 改.Y.に関す る追加1つ算lli請をす ること,環 境改1射こ関す る
報告 、1}を環境監硯 委員会(EnvironmentScrutinyCommittee)に提 出す
る ことな どの権能が 与え られ ている。
地 区計画申請について は,職 員が決定 できる申請,重 要なill請な ど計 画
委員会(PlanningCommittee)が決定 す る巾請 を除 き,当 該地 区 に関す
る申請 につ いて決定 す る権限 を有す る。
公園及 び レクリエー シ ョンサー ビスにつ いては,地 区の スポー ツクラブ
と連携 しつ つ,公 園及び レクリエ ー ションサー ビスについて検討 し,そ の
監視 に寄 与す る こと,公 園及 び レク リエ ー ションサー ビスの改 善につ き勧
llrすること,公 園及 び レク リエー シ ョンサー ビスにかかる政 策の見II`〔しに
際 して 協議 に1一る ことな どの役割が 与え られ ている。
コ ミュニ テ ィサー ビスについては,地 区の居住 者賃借 人の1寸1体と連携 し
つつ,広 報広聴な どの促進 に寄 与す ること,コ ミュニ テ ィ施設 につ いて検
討 し,勧 告す るこ と,コ ミュニテ ィ活動 に対す る補助 金給付 につき協議に
r-J一る こと,執 行部か らの委任 に基づき,補 助金を給付す ること,児 竜や家
族に関す る近隣 レベ ルの サー ビスにつ き監視す ること,育 少年 に関す る政
策にかかわ ること等 の役割 が 　-1一え られてい る。






は人 口13495人,第2地 区(OverleighArea)は人 口14684人,第3地
区(Upton,NewtonandHooleArea)は人 口25075人,第4地 区
(BoughtonHeath,HuntingtonandVicarsCrossArea)は人 口11502
人,第5地 区(RuralSouthArea)は人 口13316人,第6地 区(Gowy
NorthArea)は人 口28073人,第7地 区(CityArea)は人 口12067人
であ る(73)0
チ ェス ター市 には執 行権の ない9つ の地 区パ ネルが設置 されて いた。





割 り'11てられたr算 を有す る7つ の地 区委員会が設 置され だ ↑U。
地区委員会は最 低年4回,多 くは年6回,会 議を開催 している。会議 は,
警察や消防 など他の行政機 関や団体等 から意 見を聴 いた り,住 民 の質 問に
答えるための非公式セ ッションと,決 定のための報 告がなされ決定 が ドされ
る業務セ ッションか らなる。会議は夕方以降,2時 間程度開催されている175。
地区 委員会の1:な役割 は,① 割 り当て られたrを どのようなサー ビス
(地区安全活動,公 園 な ど)に 利川 す るか決定 す ること,② カ ウンシル中
央にお けるr一 決定 に際 して,意 見を述べ ること,⑧ 地 区に影響 を'∫える
が,カ ウ ンシルi央 で決定 され る事項(T:要な 都市計liiii申i言1善1,都li∫計Illl「の
策定な ど)に つ き協議 に 　-1一ることであ る'7〔1。その ため,地 区委員会には,
次の ような喜1`項が付託 されてい る1771。
・執行 部,カ ウ ンシルか らの委任を受 けた 事項 につ き,決 定 する こと
・執行 部に諮問 された事項につ き,執 行部または職員に意 見を述べること
・執行 部や他 の委員会 との 協議 に与ること
・コ ミュニ テ ィの問題,計 画,免 許 につ き,執 行 部,計 画委員会,免 許
委員会 に対 し,地 区の意見を述べ ること
・パ リッシュカウ ンシル,他 の地方公 共団体,コ ミュニテ ィ団体,そ の
他機関 と連携 を保 ち,協 議す ること










・ベ ス トバ リュー78を促進 し,執 行部,政 策1評価 委員会 とと もに,ベ ス
トバ リューLl標の達 成促進のために活動す ること
・執行 部に対 し,そ の決定が地区 にもた らす影響 につ いて報 告をす る こ
と
・その求 めに応 じ,地 区委員会 に委任 された権能 の遂行 に関す る政策 評
1面委員会 の活動 に協力す ること
さ らに,カ ウンシルの公 共サー ビス提供,権 能,カ ウ ンシルの所 有す る
施設の うち,以 ドの`1`項につ いては,執 行 部か ら地区 委員会 に委任 され る。
・地域 のコ ミュニテ ィ及び安全に関す る施策
・街路 名
・運動場,オ ープ ンスペー ス改 鯵計画及びその実施の承認
・地域 プロ ジェク トの詳細についての承認
・都市村 落開発法 に基づき,カ ウンシル全体会議で採択 され る開発規制
に関す る地 区開発摘 要,村 落 ・パ リッシュ計画概 要の承認
・r算 の範 囲内で,ま たは,地 区委員会の費川負担で実施 され る計llhlの
承認
・公園及 びオープ ンスペー ス(GrosvenorParkを除 く)
・コ ミュニ テ ィセ ンター
・運動場
(78)「ベ ス ト ・バ リュ ー 制 度 と は,地 ノ∫自治 体 が 経 済 性(economy),効率性(effi-
ciency)及び 効 果性(eff'ectivenes5)に配慮 しな が ら,コ ス トと質 の 両 面 につ いて
白 ら提 供 す る行 政 サ ー ビス を 見li量{し,継続 的 に 改Kし て い くこ とを義 務 づ け る制
度 で あ る。 ま た 同 時 に,地 方 白治 体 は こ の 義 務 を 果 た す た め に,住 民 に 対 して の
説 明 責 任(ア カ ウ ン タ ビ リテ ィ)と 広 範 囲 に わ た る国 民 の 利 益 の 代 表 者 と して の
役 割 を 果 たす と と も に,中 央政 府 に 対 す る責 任 も有 して い る」ri治体 国 際 化 協 会




・店舗(修 理,維 持,使 川方法の変更,賃 借,更 新)
・18∫民 菜園
・地域 のイベ ン ト及び フェステ ィバ ル
・地域経済 再生プ ロジェク ト
・駐 巾場(市 中央(短101及び長期利 用),カ ー ・ア ン ド・ライ ド川施 設
を除 く)
なお,ヒ 記の 「地域 」(Loca1)には,ili%域及び それよ り広 範な地域
に影響 をr-1一える もの,rli体 の経済に影響をi一え る もの は含まれない。 こ
れ ら'1}1i'iに関する決定 は,執 行部 またはカ ウンシルが定めた,既 存の政策,
計Illll,r算,職員への委任規程の範囲内で行われ る もの とされ ているC,
さらに,地 区委員会は,各 地 区におけ る,カ ウ ンシルの公 共サー ビス提
供,権 能,カ ウ ンシルの所 有する施設の うち,以 ドの 事項 につ き,執 行 部
または職 員に,勧 告をす るこ とができ る≫U。
・グラウ ン ドの維持管理,街 路清掃,ご みの収集に関す る契約の 内容及
び地域での運川
・地区委員会のr算 を川 いて,ヒ 記1}項につ き標準以1一のサー ビスを提
供す るための契約 内容 の変 更
また,地 区委員会 は,(緊 急の場 合を除 き)以 ドのBl噸につ き,執 行部
または計1珂委員会 との 協議 に'∫り,ま たは意見を表明す る機会をr-1一え られ
る ㌔
・"i該地 区にお ける重要な計 画巾請






・カウ ンシル全体 に関す る事項 または政 策で,
与え る もの




ノッテ ィンガム ・シテ ィ ・カウ ンシルにお ける地区委員会
ノッテ ィンガム ・シテ ィ ・カウンシル(NottinghamCityCouncil)は,
イ ングラ ン ド中央東部に位置す るユニ タ リーrl治体で ある。
市 の人口266988人(2001年国勢調査。 なお,2006年度 見積 もりでは,
286400人)であ り,カ ウ ンシル議員数 は60名,2007年現在 の党派別 内訳
は,労 働党47名,保 守党7名,自 由民 主党6名 であ る。
市には右の図のよ うな第1地 区か ら ノ。テ.ンガム市における地殴 胎
第9地 区までの9つ の地区委員会が設
置 されてい る。 地区委員会の管轄区域
は,2～3の 選挙 区か らな り,2001年






地区委 員会 は,当 該地 区を構成す る
選挙区選 出のカウ ンシル議員の他,地 区住民,地 区組合,ボ ラ ンテ ィア団





体 な どの代表等で構成 され,2ヶ 月 ごとに会議を開催 して いるnsO地区委
員 会 を 補 佐 す る た め に,カ ウ ン シ ル職 員 か らな る近 隣 地 区 担 当班
(NeighbourhoodManagementTeam)が配 置 されてい る艸。
地区委員会 の権 限 とされてい る事項 には,以 ドのよ うな ものがあ る185。
・近 隣活動 計 画(neighbourhoodactionplans)等を承認,監 視 等を
行 うこと,
・地 区 レベル の活性 化(regeneration),ll∫開発(renewal)活動 の指
導調整 にあたるこ と,
・地区内の 協議 を企 画調整す ること,
・所定のr'内 で,地 区の経 済,社 会,環 境の維持改 善を図るための活
動 を行 うこと,
・遊 歩道 ,街 灯,コ ミュニ テ ィ公園及び運 動場の維持管理等 に関す る優
先順位,活 動 計画,活 動基準 を同意 す ること,
・当該地 区に関す る,住 宅環境改 善,道 路環境 改 善等につ いて承認 し,
免許 申請,学 校 再編,公 園施設等 につ いて協議にt-1一ること,
・廃 棄物収 集,住 宅,コ ミュニ テ ィの安 全,ボ ラ ンテ ィア団体への補助
金等 に関 する監督監視活動 にかかわ ること,











・執行 部,政 策 評価委員会に意隻己を述べ ること,
・r算 策定 に際 し,地 域 のニー ズと優先項 目を申 し述べ ること,
・獲得 した資金の範囲内で,地 区プ ロジェク トを準備実施す ること,
・他 の公 的組織,私 的組織,ボ ランテ ィア団体,コ ミュニテ ィ団体,地
域住民 との間の協力関係を確 ㍍す ること,
・'T.要な財産運 川案 を提 案 し,承 認す ること,重 要とはいえないが,地
域 にかか わる財産運 川について協議を受け ること,
・'且↑該地 区にかかる5000ポン ドを超え ない補助 金をコ ミュニテ ィ団体,
ボラ ンテ ィア団体 に付r-1一する こと,
・執行部の 委任 によ り,'1↑該地域 と関係する機関の委員等を指名す るこ
と
・執行部 またはカウ ンシルか らその都度 委任 された権限を行使す ること
4地 区委員会への評価と課題
」二記の ように,地 区 委員会制度 は,さ まざまな 白治体において,さ ま ざ
まな 形で,自 治体 内分権 化の ための ツー ルと して川 い られて い る。2004
年のア ンケー ト調査 によれ ば,地 区委員会を設置 している 自治体の地 区委
員会に対す るIL方は概ね良好 であるといえる(表4～ 表7参 照 野 。
表4:地区委員会は意思決定の改善へ寄与しているか(%)
MB LB LiA CC DC w 合計
大きく寄与している 25 一1:} 43 )U 12 0 39
あ る 程 度 寄i1一して い る 58 M 13 )U 45 100 19
あまり寄与していない 17 M U 10 0 9
全 く寄'∫して い な い 0
U





MB LB UA GC DC W 合計
大きく寄与している 31 11 25 29 30 0 26
ある程度寄与している 46 78 50 42 58 100 57
あまり寄与していない 23 11 25 29 12 0 17
全く寄与していない 0 0 0 U 0 0 0
表6:地 区委員会は執行部に属さない議員がより良い役割を
果たすことに寄与 しているか(%)
MB LB UA CC DC W 合計
大きく寄与している 36 56 25 50 39 5U 40
あ るnii度寄 与 して い る 50 33 63 50 5? 50 50
あまり寄与していない 7 0 12 0 9 0 7
全く寄与していない 7 11 0 0 0 0 3
表7:地 区委員会は効率的決定に寄与 しているか(%)
MB LB UA CC DC W 合計
大きく寄与している 14 22 14 25 19 0 18
ある程度寄与している 71 <56 tl 63 65 100 G6
あまり寄与していない 15 11 15 12 13 0 13
全く寄与していない U 11 0 0 3 U 3
しか し,運 川 の仕 方を誤れば,地 区委員会が期待 され ている機能 を ト分
に果た し得な いことはい うまで もない。
地 区委員会が,う ま く機能 しなか った例 と して は,ニ ューカ ッスル ・シ
テ ィ ・カウ ンシル(Newcastle(uponTyne)CityCouncil)にお ける初
期の試 みが報 告 されてい る。ニ ュー カ ッスルで は,① 分権 化 と リンク した
補助 金を獲得 する こと,② 硬直化 し時代遅れ とな ったカウ ンシルの行政慣
行 に変化 を もた らす こと,③ 地方行政 にコ ミュニ テ ィーを参画 させ ること
を 目的 と して,2001年4月 に7つ の地 区 委員会が設 置 され た。 当初,こ
れ らの委員会問の包括 的な調整,指 導,戦 略 ヒの位置づけ等 は,ほ とん ど,
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あ るいは全 くな く,そ れぞれの地 区委員会はバラバラに発展 してい くこと
とな った。地区委員会の中には,会 議を'11該地 区で開催 しない ものがあ り,
住民 の批判を招 いた。地 区委員会の制度 のT:要性 が強調されたに もかかわ
らず,地 区委員会を 市の政治行政構造 の中に どう位置づけるのか とい う点
で,多 くの混乱 と誤解が生 じた。 多 くの地 区委員会が従来の委員会のや り
方で会議 を開催 し,ミ ニ市庁のごとき有様 とな った。 委員会の運営 方法 も,
カ ウンシルの 委員会 とほとん どか わ らず,カ ウ ンシル議員が従 来型の議`拝
U程,構 造,T一続 によって運営 していた。適 切なf算 や職 員のサポー トを
欠いてお り,会 議の 日時等 は ト分 に周 知されず,直 前の公示だけで,会 議
が中1ヒされ ることもあった。地 区委員会の存在 は既 存の行政構造 を不安定
な もの と し,当 初の 日的通 りを達成す ることができなか ったn丁。
特 に,住 民への広報活動 不足か ら,住 民 は地 区委員会の存在や機能 につ
いてほ とん ど知 らず,参 加の ための会議 の過 剰で会議疲 れを起 こしていた
こと,地 方行政への無関心,会 議 が昼に開催 され,仕`拝を持つ 住民 が参加
で きなか った ことな どが あいまって,住 民 の参加は低 調で,住 民 と市の橋




そ の 後,こ の よ うな 状 況 に 対 処 す る た め,2003年 に地 区 委si会の 行 政 構 造 に お
け る戦 略Lの 重 要性 を 明確 化 ・強 化 す る こ とに よ り,地 区 委 員 会 の 重 要性 を 再構
築 し.地 区 委 員会 に 対す る抵 抗 を打 ち砕 くた め の 試 み が 試 み が 開 始 さ れ た。 と り
わ け,地 区 委 員会 と地 区 に 基 盤 を 置 く他 の 組 織 との 調 整 を試 み る こ と に 意 が 払 わ
れ,新 た な 地 区 ネ ッ トワ ー クが 形成 され た。 この ネ ッ トワー クの 構 成 員 は,公 選
の議 員 に加 え,公 的 セ ク ター,私 的 セ ク ター,コ ミュニ テ ィや ボ ラ ン テ ィア の ネ ッ





地 区委員会の制度が,住 民参加の拡 大につ なが らず,単 にカ ウンシル組
織 内部におけ る一般議si(執行部 に属 さない議 員)へ の権 限分'拶1'に留 ま
るのであれ ば,「地 区委員 会は,執 行 部制度 の創設 に伴 い役割を奪 われ る
一般議 員をお とな しくさせてお くため のえ さに過 ぎない」 とい う批 判が ま
さに妥当す る ことにな る。 さ らに,行 政の断月'化(自治体 全体 を見渡 した
長 期的施策が行 いに くくなる),コ ス トの増 大,分 権化制 度の濫川(自 ら
の1三張 を声高に述 べ ること しか考えな い者が いる)と い った地 区委員会の
負の側 面 巳川1が,その メ リッ トを凌駕す るおそれす らある。
地 区委員会を,住 民 参加拡大の機会 とす るための 方策 と しては,① 地 区
における住民 や団体,糸ll織の代表を追加委 員と して,地 区 委員会に加 える
こと,② 地 区委員会 と地 区 フォー ラムを組み合わせ ることの2つ の方策 が
考え られ る。
先 にも述べ たよ うに,カ ウンシルの委員会には,カ ウ ンシル議員以外 の
者を,追 加 委員(た だ し,原 則 と して採 決に際 して投票権 は有 さな い)と
して加え ることがで きる。 これを利川 して,積 極的に,地 区委員会の メ ン
バー拡人を図 って いる自治体 として,プ リマ ス ・シテ ィ ・カウ ンシルが あ
る。 基本条例(Constitution)に,地区 委員 会が,カ ウ ンシル議員の他,
投 票権を有 さない追 加任命委員(non-voteingco-or〕tedmember)で構成
される ことが1リ1記されて お り91,8つの地区 委員会はそれぞれ,議 員6～9
名,非 議 員2～7名 で構成 され てお り,最 も非議員 の割 合が低 い地 区委員








議員2名 で あ り,最 も非議 員の割合 が高い地 区委員会(PlymptonArea
Committee)では,議 員7名,非 議員7名 と同数 にまで及んでいるll,:[。
しか し,追 加委員 には他の行政機関 の代表 も含まれてお り,す べてが住
民代表 とい うわ けで はない。 さ らに,意 見のあ る住民 が誰で も自由 に意 見
を述べ られ るようになるわけで もない。
そ こで,地 区住民が誰 で も参加 でき,自 山に意見を述 べ ることがで きる
意見表illiの場 で ある 「地区 フ ォー ラム」(areafOrum)1'LIIをi1LIIX置し,こ れ
と地区委員会を結合 させ る ことで,参 加 の拡 充 と実 質化を図 ろうと して い
る白治体 も少な くない。 その中には,サ ウスグロスター シャー ・カウンシ
ル(SouthGloucestershireCouncil)のよ うに,地 区 フォー ラムがi三体
であ って,そ の 中の カウ ンシル議 員が,決 定 権限を有す る地区委 員会を形
成 しているとい う位置づけをとる軸 自治体 もあ る。また,ル ー トン・バラ ・
カウ ンシル(LutonBoroughCouneil)のように,地 区 委員会開 催1時
間 前に,市 民 とカウ ンシル議員が参加 し,地 域の問題 につ いて話 し合 う選
挙区 フ ォーラム(wardfOrum)を開催 する こととしてい る例輸 もあ る。
(97Jhttp://www.plymouth.gov.uk/moclgov?modgovlink=httr)://www.plymout
h.gov,uk/mgIntemet/mgListCommittees.aspより
193)地区 フ ォ ー ラ ム に は,コ ミュ ニ テ ィ プ ラ ン の 課 題 に そ っ て 設 置 さ れ る もの,清
ili,交通 と い っ た サ ー ビ ス を 対 象 と し て 設 置 さ れ る も の,,・li少年 問 題,老 齢 者,
公 共 住 宅,障 害 者,マ イ ノ リ テ ィ な ど の 一 定 の 利 害 関 係 者 を 念 頭 に 設 置 さ れ る も









本稿の は じめで述 べた ように,地 方自治法 に基づ く地域 自治 区,合 併特
例法 に基づ く合併特 例区に共通 す る最大の問題点 は,前 者に設置される地
域 協議会,後 者に設置 され る合併特例区 協議会の構成 員がと もに,市 町村
長 による選任制 であ って,民i三的ff:統性を イ∫して いないことにある。
で は,単 純 に,こ れ らの 協議会の委員を公選 にすればいいのかというと,
i司じく選挙 で選 ばれた市町村議会 との関係を どの ように整理す るかとい う
難問が あるf:に,選挙 の実 施には相応の コス トを 要す るということ も無視
で きない。
地区委員会制度 は,新 たな コス トを要 さず,民1:的IE統性を持 った合議
制機関を設置す ることが 可能 であ り,市 町村議会本体 との関係 も明快で あ
る とい うメ リッ トが ある。
もとよ り,地 区 委員会 は,委 員会制 とい うイギ リスの地ノ1`1治体の伝統
の ヒに成 り 、Zってい る制度 である。 これを執行機 関 と議決機関の分 、Zを基
盤 とするわが国の地ノ∫rl治制度 に,そ のままの形で移植す ることはで きな
いだろ う。 また,こ の ような制度が,白 治体 の一イ本性 を損ない,自 治体内
の地域 間の対 、Zを生むので はないか とい う懸念 もぬ ぐい きれない ところで
あるQ
しか し,市 町村合併が,さ らに進展 し,基 礎的 白治体 が人規模化 してい
けば,基 礎 的 白治体内部での地域 自治の必 要性 も増 して くるであろ う。地
方自治法の改IEによ り,新 たな地域ri治組織 を設 ける場 合,本 稿で検討 し
た地 区委員会の制度 も,民i三的il:統性 を有 し,ま た,コ ス トをかけずに組
織 できる地域 自治の枠組み と して 考慮 に値す る ものではないだ ろうか。
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